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Ⅰ　問題意識
1990年代前半からの長期的な景気の停滞にお
いて，日本企業は能力開発のあり方を変更し，
そして模索してきた 1 ）。たとえば従来，従業員
の能力開発は主として企業が責任をもっていた
が，2000年代半ばでは，従業員個人の責任と考
える企業が増加し，最近ではまた企業責任と考
える傾向が強まりつつある。また，能力開発の
対象も全社員ではなく，一部の従業員に対する
選抜教育へと大きくシフトしている。一方，能
力開発においてOJT（On the Job Training）
が重要であると考える日本企業は依然として多
く，厚生労働省の平成23年度能力開発基本調査
によると，Off-JTよりもOJTを重視する傾向の
強い企業は75％を超え，近年では最も高い数値
となっている。一般的に，OJTは，これまで日
本企業が従業員に対して行ってきた主たる教育
訓練方法であり，関係特殊的なスキルの蓄積を
促すもの，たとえば不確実性をこなすスキルと
いった職務遂行能力の形成に寄与してきたと理
解されている 2 ）。そして，このOJTは，従業員
が過去にどのような職務を経験してきたのかを
観察することを通じて測定される。この意味に
おいてOJTの効果は，職務経験の効果と言い換
えることができる。
こうした職務経験（OJT）の効果について
は，数多くの聞き取り調査を中心に仕事上に生
じる不確実な問題への対応力を高めることなど
が明らかにされてきたが，具体的に，どのよう
な種類の職務遂行能力に寄与しているのか，と
いう点については充分に議論が尽くされたとは
言い難い。とりわけ2000年代に入り，経済産業
省が12の能力要素から構成される社会人基礎力
を設定し，具体的な能力をいかに向上させるか
が人材育成の課題となっている現在，先行研究
の知見を職務遂行能力のより具体的な要素にま
で落とし込むことが求められているといえよ
う。
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＊　この研究は以下の 2 つの科研費よりサポートを受けて
いる。基盤研究（Ｃ）「持続可能な日本型人材マネジメ
ントのあり方についての実証的研究（研究課題番号：
23530489，研究代表者：宮本大）」および，基盤研究（A）
「人と組織に着目したグローバル企業によるイノベーショ
ン創出の国際比較研究（研究課題番号：23243059，研究代
表者：中田喜文・同志社大学）」である。記して謝意を表
すものである。
1 ）戸田・樋口（2005），原（2007），宮本（2011）ほか 2 ）小池（2005），阿部（2012），柳川（2012）ほか
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本研究では，従業員へのアンケート調査に
よって得られた大規模数量データを用いて，企
業が提供するOJT等による職務経験が従業員の
能力開発にどのように関係しているかを検証す
る。また，本研究の分析は電機・電子・情報関
連産業の技術者を対象としている。日本は天然
資源が乏しいゆえに，グローバル競争環境を生
き抜くためには，人的資源の質を高め，イノ
ベーションを創出していくことが重要である。
中でも電機・電子・情報関連産業は，最も競争
の厳しいグローバル市場に直面した業種であ
り，そうした環境に置かれている企業の人材育
成の一部でも明らかにすることは，さらなるグ
ローバル化の進展に直面することが予想される
多くの日本企業，特に製造企業に対して能力開
発の方向性を検討する情報を提供するものと考
える。
本研究の構成は以下の通りである。次節で
は，従業員の能力開発におけるOJTを中心とし
た職務経験の効果に関する先行研究のレビュー
を通じて，本研究の検証点を示す。また 3 節で
は，分析に使用するデータを説明し，それを利
用して従業員がどのような職務経験を積んでい
るのかを概観する。そして 4 節では，多変量解
析によって， 2 節で示した検証点を分析する。
最後に 5 節では，本研究で得られた知見をまと
めるとともに課題を述べ，結語とする。
Ⅱ　分析の焦点
佐藤（2002）によると，日独米の企業に対し
て，現在の仕事を進めるうえで最も有効な能力
開発機会とは何かをたずねたところ，回答結果
の上位 3 つの項目のうち 2 つは 3 国ともに「職
能内のいろいろな仕事を経験すること」と「特
定の仕事を長く経験すること」であった。つま
り，国を超えて，多くの企業では，従業員の能
力開発は，ある仕事に特化した職務遂行能力を
重点的に高めるだけでなく，その仕事に関連す
る職務遂行能力も身につけることが大切である
と考えられている。しかし，残りの一つが各国
で異なり，アメリカでは「最終学歴の教育内
容」，そしてドイツでは「独学や自費で受けた
教育訓練」とOff-JTによる仕事上の専門的な知
識の蓄積が重視される。一方，日本では「他の
職能の仕事の経験」があげられ，OJT等によ
る，より幅の広い仕事経験を通じた職務遂行能
力の向上が求められてきたという特徴が浮き彫
りとなった。
このように日本企業ではOJTによる能力開発
がより重視されてきたわけであるが，OJTでの
経験からどのような職務遂行能力が開発される
のであろうか。まず柳川（2012）では，日本企
業では，OJTを主体とした能力開発によって従
業員の関係特殊的なスキルが開発されてきたと
指摘する。関係特殊的スキルとは，ある関係上
では役立つが，それ以外の関係上では役立たな
くなるスキルのことであり，企業においては企
業特殊技能などとも呼ばれる。
ではOJTによって開発される企業特殊技能と
は，どのようなものであろうか。これは小池に
よる知的熟練に関する一連の研究が有益な知見
を提供する 3 ）。OJTは，ローテーションや職場
の移動などを通じて職務経験の幅を広げ，その
経験の幅広さが知的熟練の向上につながるとす
る 4 ）。そして，この知的熟練とは，広義には，
不確実性をこなすスキルと定義される 5 ）。ここ
でいう不確実性とは「変化や問題をいい，変化
とはおこる事柄の性質はわかっても，変動の大
きさ，変動の時期の 2 つが充分にはまえもって
わからないこと，問題とは 3 つともまえもって
は充分にはわからないこと（小池（2002）
p.17）」を指し，この不確実性をこなすために
多様な問題に取り組んだ過去の職務経験が重要
となる 6 ）。こうした職務経験は，通常，最も易
しい仕事から始め，関連の深い範囲内で次第に
3 ）人材育成に関する膨大な研究の中でも本研究との関係か
ら小池（2002，2005，2008）などがあげられる。
4 ）小池のほかにも，仁田・久本（2008）など多くの研究成
果がある。
5 ）小池（2005）
6 ）小池（2002）
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むつかしい仕事へと移る，もしくは修得してい
る技能分野から近接した分野に移動していく。
極端に遠い分野への移動は修得のためのコスト
が高まり，従業員への負担も大きくなる。それ
ゆえ職務間移動には職務ごとに近接する内容へ
と広がる傾向があると考えられる。
このようにOJTを通じて幅広い経験を積むこ
とは，問題の発生を予測し，また問題が発生し
た場合でも原因を素早く見極める技能が向上す
る，つまり問題を発見，把握そして解決へと導
く力を高めることとなろう。また，そうした不
確実な問題に対処するには，周りとのコミュニ
ケーションによって問題に関連する情報を収集
し，検討する必要もあり，職務間の移動による
経験の広がりは人的交流を促すことを通じて従
業員のコミュニケーション能力にも寄与する可
能性が高い。これら問題発見・解決能力やコ
ミュニケーション能力については，最近の若者
ほど低下しているといった指摘や，また先述し
た社会人基礎力でも重要な能力として取り上げ
られるなど各所で議論がなされているが，それ
は企業が求める能力であることの裏返しでもあ
る 7 ）。
以上の議論より，本研究では以下の点に注目
し，検証を行う。
⑴ 　従業員の職務経験は，近接する分野への
移動が行われる傾向がある。
⑵ 　職務経験は，職務遂行能力全般に寄与す
るのかを確認する。
⑶ 　企業が従業員に求める問題発見・解決能
力やコミュニケーション能力は職務経験に
よって向上する。
ここまでの議論はブルーカラーの技能系職種
を中心とした知見に基づくものであるが，「ホ
ワイトカラーにおいて，これはさらに当てはま
る議論となろう。なぜなら不確実な問題をこな
す度合いは，生産職場よりもはるかにホワイト
カラーのほうが高い（小池（2005）p59）」と
の指摘がある。また技術者の能力開発に関する
先行研究において，企業や技術者自身が有効で
あったと評価する能力開発はOJTであり，部門
を超えるローテーションも高く評価されてい
る 8 ）。さらに，そのような能力開発評価に対応
して，技術者は，職能内での移動や，研究職と
開発職間の移動を中心とした技術者個人の専門
領域内で幅広く職務を経験することが確認さ
れ，こうした職務間移動などを通じて職務遂行
能力の形成が図られていることが明らかにされ
ている 9 ）。ブルーカラーとホワイトカラーでは
職務経験の幅に違いはあるかもしれないが，職
種を問わず企業が行う能力開発はOJTを中心と
した職務間移動が重視されているのである。
以上より，本研究の分析対象であるホワイト
カラーの技術開発職種でも職務経験と能力との
関係が確認できるものと考える。
Ⅲ　技術者の職務経験
最初に，本研究で利用するデータについて説
明しよう。以下では，電機連合加盟企業の技術
者を対象とした「高付加価値技術者のキャリア
に関する調査（2008年実施）」によって収集さ
れ た3,657人 の 個 票 デ ー タ を 元 に 分 析 を 行
う10）。また，ここでは課長以上の管理職クラス
を含まない組合員技術者（一般社員クラス）を
分析対象としている。これは管理職クラス以上
では，直接的に技術開発に関わる職務のほかに
組織管理という職務が加わるため，一般社員ク
ラスの技術者とは職務経験に大きな違いが生じ
ると考えたからである。では，このデータを利
7 ）2001年 1 月の日本経済新聞社による社長100人アンケー
ト調査では，10年前の新入社員と今年の新入社員を比較し
たところ，課題発見・解決能力やコミュニケーション能力
が欠如していると認識している。また原田（2012）は，企
業が新入社員に何を求めてきたかをまとめていて，経産省
2005年調査結果より「実行力」「積極性」を重視し，さら
にコミュニケーション能力の向上を，また経団連の2005年
度の調査でも「コミュニケーション能力」「チャレンジ精
神」「主体性」「協調性」が重視されていることが示されて
いる。
8 ）石田・守島（1999），福谷（2007）
9 ）日本生産性本部（1990，1991），今田・平田（1995），村
上（2002），村上（2003）
10）調査の詳細は，宮本（2009，2010）を参照。
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用して技術者の職務経験の実態を考察していこ
う。
₁ ）技術者の担当職務の分布
調査では，分析対象の技術者の担当職務は，
「調査・企画」，「基盤研究」，「応用研究」，「開
発・設計」，「生産技術・IE」，「生産管理・品
質管理」，「技術管理・特許管理」，「情報処理・
ソフト開発」，「営業・技術サービス」，そして
「その他」に分けられている。ここでは，現在
担当している職務と，入社したときに担当した
職務の分布をみていこう（表 1 参照）。現在の
担当職務では「開発・設計」が最も多く，
58.6％と半数以上を占める。このあとには「生
産技術・IE（11.1％）」，「情報処理・ソフト開
発（9.5％）」と続くが，「開発・設計」とは大
きな開きがある。一方，「基盤研究」や「応用
研究」といった相対的に市場から離れた技術開
発活動は，それぞれ1.8％，3.5％と担当してい
る技術者の割合は小さくなっている。こうした
傾向は入社直後の担当職務においても同様の傾
向がみられる。また，現在の担当職務の割合を
入社直後と比較すると「開発・設計」は増加
し，「基盤研究」や「応用研究」では減少して
いる。こうした変化は，近年，分析対象産業で
は生産プロセスを含めた製品化に関する技術開
発が中心的な活動となってきていることが反映
しているのかもしれない。
2 ）職務経験のパターン
従業員のキャリアの形成は能力開発の一環と
して行われ，その形成は先行研究の議論による
と，現在の職務に関係性の高い職務に移り，そ
の幅を広げていくことが一般的であることか
ら，現在の職務よりも入社直後に配属された職
務がその後の職務経験を規定すると考え，以下
では入社直後の担当職務を起点に検討を進め
る。
まず過去に経験した担当職務数を入社直後の
職務別にみてみると，まず入社直後に開発・設
計を担当したものは平均して1.5の職務を担当
し，職務別では最低の値となっている（表 2 参
照）。一方で，入社直後に研究系（基盤研究と
応用研究）の職務を担当したものは，基盤，応
用それぞれ2.5，2.3と数字上では一人最低 2 回
以上は職務間移動を経験し，他職種と比べて職
務経験の幅が広い。
そのほか職務経験の幅を規定する個人や企業
の属性を重回帰分析によって検証してみよう。
まず被説明変数は，過去の職務経験の数であ
る。そして説明変数は，個人属性として，性
別，学歴，採用形態，勤続年数，入社直後の職
表１　担当職務の分布（単位：％）
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種，さらに企業属性として，設立，規模を用い
る11）。分析結果は表 3 である。まず職務以外の
影響としては，学歴は標準化係数の数値を見る
と，大卒，大学院卒と高まるにつれて職務経験
の幅が有意に広がっている。そして中途採用者
は新卒採用者に比べ幅が広く，社外移動の経験
が幅を広げていると考えられる。また，勤続年
数も正の影響がみられ，この説明変数の中では
最も高いレベルの影響を及ぼしている。さらに
企業規模も影響がみられるが，規模が大きくな
るほど経験の幅が小さくなることが示された。
次に，入社直後の担当職務の違いを見てみる
と，個人や企業属性をコントロールしても依然
として職務間で職務経験の幅に違いが見いださ
れた。特に，開発・設計を基準とした場合，す
べての職務が統計的有意に幅が広い。とりわけ
効果が大きい職務は基盤研究と応用研究の研究
系であることが確認できた。
この節の最後に，技術者が過去に経験してき
た職務間の相関関係から，どのような職務間移
動が生じているのかをみてみよう（表 4 参
照）。まず過去に調査・企画を経験した技術者
は，その他を除き，基盤研究，応用研究，技術
管理・特許管理，情報処理・ソフト開発，そし
て営業・技術サービスと 5 つの職務との間に移
動が生じる傾向がみられ，その広がりは最も大
きい。次に基盤研究は，応用研究との相関係数
が表 4 の中では最大となり，研究系職務間の移
動が高い割合で生じていることが確認できる。
また応用研究は，先の 2 つの職務以外では，開
発・設計との間に移動が生じる傾向がみられ
た。開発・設計は応用研究以外に有意な正の相
関をもつ職務は存在しない。残りの職務につい
て特徴的な点を挙げると，生産管理・品質管理
は，それぞれ生産技術・IEと技術管理・特許
管理，そして情報処理・ソフト開発は，営業・
技術サービスと高い相関関係にあることが確認
できる。
こうした職務間関係を図示すると，基盤研究
－応用研究－開発・設計という実際の製品開発
に関する職務，技術管理－生産管理－生産技術
といった製品開発の支援職務，そして情報処
理・ソフト開発－営業・技術サービスというソ
リューション系の職務など職務内容の関連の高
いものでまとまっている（図 1 参照）。さら
に，これらを横断的に調査・企画が関係すると
いうパターンが浮かび上がる。
以上の実態考察より，企業の技術開発活動に
おいて人的パワーを多くかけている開発・設計
において職務経験の幅が相対的にせまいもの
の，技術者の職務間移動は，関連性の高い職務
間で実施される傾向が強く，職務経験の広がり11）各変数の記述統計量は巻末の付表1を参照。
表 ₂　過去に経験した担当職務数（入社直後の職務別）
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表 ₃　職務経験の幅の要因分析
注）有意水準について，＊は 5 ％，＊＊は 1 ％である。
　　ダミー変数の基準について，学歴は高卒，職務は開発・設計である。
　　企業規模は所属企業の正社員数である。
表 ₄　過去に経験した職務の相関関係
注）有意水準について，下線は 1 ％である。
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のパターンを指摘する先行研究の知見と整合的
であった。次節では，この職務経験の幅が能力
開発にどのような効果をもたらしているのかを
具体的な能力指標との関係から検証する。
Ⅳ　能力開発における職務経験の効果
この節では，Ⅲ節で概観した職務経験の幅が
技術者の職務遂行能力にどのような影響を及ぼ
すのかを検証する。具体的な検証仮説は，Ⅱ節
における⑵と⑶である。これら仮説の検証の前
に，本研究における技術者の職務遂行能力の指
標について説明し，それを用いて多変量解析に
よる分析を実施する。
₁ ．職務遂行能力の定義
ここでは，同じデータを用いて技術者の職務
別 の 職 務 遂 行 能 力 の 特 徴 を 検 討 し た 宮 本
（2009，2010）と同様の方法で技術者の職務遂
行能力を定義する。まずこの技術者に対する調
査では，職務遂行にあたって必要とされる20の
能力・特性の主観的な保有状況について聞いて
いる設問がある。20の能力・特性とは，「専門
的・理論的知識」，「論理的思考力」，「独創的発
想力」，「問題把握力」「問題解決力」，「企画立
案力」，「企業戦略の意識」，「コスト意識」，「顧
客意識」，「リーダーシップ」，「対外折衝力」，
「人材育成意識」，「向上心」，「持久力」，「挑戦
意欲」，「責任感」，「自己管理」，「協調性」，「傾
聴力」，および「意思疎通力」であり，知的能
力から，仕事に対する態度や考え方など内容が
多岐にわたっている。調査では，これら能力・
特性の保有について“十分備えている”から
“不足している”度合いを 5 段階で評価するよ
うに求めている。したがって，利用データは客
観的な保有を示すものではなく，実際には保有
に関する技術者個人の主観であることに注意が
必要である。
これら20の能力・特性を個別に分析するより
も内容の近い，もしくは関係性の深いものでま
図 ₁　職務間移動の傾向
　　注）実線に太さは，移動傾向の強さを示す。
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とめ，職務遂行能力の特徴を絞り込むほうが結
果の解釈が明確になると思われる。それゆえ，
まずデータから技術者の職務遂行能力の特徴を
抽出するために主成分分析を実施した。分析結
果から職務遂行能力の 4 つの特徴を抽出するこ
とができた（表 5 参照）12）。抽出された第 1 成
分は，「論理的思考力」，「問題解決力」，「問題
把握力」，「専門的・理論的知識」，「独創的発想
力」そして「企画立案力」の影響が強いことか
ら「知的能力」と呼ぶことにする。また第 2 成
分は「企業戦略の意識」，「コスト意識」，「顧客
意識」，「リーダーシップ」，「人材育成意識」そ
して「対外折衝力」，第 3 成分は「向上心」，「持
久力」，「挑戦意欲」，「責任感」そして「自己管
理」，最後に第 4 成分は「協調性」，「傾聴力」
そして「意思疎通力」から構成されることか
ら，それぞれ「管理者特性」，「前向き性向」，
そして「協調的性向」と呼ぶことにする13）。
なお経済産業省が提唱する社会人基礎力は，
12の能力要素が「考え抜く力（①課題発見力，
②計画力，③創造力）」，「前に踏み出す力（④
主体性，⑤働きかけ力，⑥実行力），そして
「チームで働く力（⑦発信力，⑧傾聴力，⑨柔
軟性，⑩情況把握力，⑪規律性，⑫ストレスコ
ントロール力）」の 3 つの能力を構成するとし
ている。これら 3 つの能力は，本研究の職務遂
行能力の 4 つと同じではないが，たとえば「知
的能力」は「考え抜く力」，「前向き性向」は「前
に踏み出す力」，そして「協調的性向」は「チー
ムで働く力」とそれぞれ重なる部分があり，関
係が深いものととらえられよう。
このように技術者の職務遂行能力を 4 つの特
徴に分類したが，その中でも職務経験の幅は不
確実性に対するスキルを向上させ，それは問題
12）20の能力・特性の基本統計量は付表 2 を参照。 13）こうした特徴づけの詳細については宮本（2009）を参照。
注）Kaiserの正規化を伴うバリマックス法
表 ₅　主成分分析の結果（回転後の成分行列）
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把握・解決力や意思疎通力と関係していると考
えられる。つまり第 1 成分の「知的能力」や第
4 成分の「協調的性向」の向上に効果があるこ
とが予想される。また，これ以外の職務遂行能
力の特徴とはどのような関係にあるのかを次項
で検討していこう。
2 ．職務経験効果の分析
ここでは前項で抽出した 4 つの成分のオブ
ジェクトスコアを被説明変数とする重回帰分析
（OLS）と，問題発見力，問題解決力，そして
意思疎通（コミュニケーション）力の 3 つを被
説明変数とするオーダード・ロジットモデルに
よる二つの分析を行う。また説明変数は，性
別，学歴，採用形態，勤続年数，入社直後の職
種，企業属性（設立年，規模）そして過去の経
験した職務の数（職務経験の幅）を用いる14）。
まず 4 つの成分と職務遂行能力との関係につ
いての分析を表 6 に示した。また被説明変数
は，能力・特性の保有について， 1 が最も保有
し， 5 が最も保有していないという回答設定で
あるため，そこから算出されるオブジェクトス
コアは値が小さいほど能力が高いことを意味す
る。したがって各説明変数が負の符合であれば
能力向上に寄与することとなる。この点を踏ま
えて，職務経験の幅の効果を見て行こう。まず
「知的能力」に対しては統計的に有意な負の値
を取り，当初の予測通り，この職務遂行能力を
高める効果が確認できた。そのほかの特徴に対
しては，「管理者特性」を向上させるが，「前向
き性向」や「協調的性向」に対しては効果が検
出されなかった。特に後者はモデルの妥当性自
体が低く，この分析で利用した説明変数とは異
なる要因によって規定されていることが示唆さ
れ，当初の予想と整合的な結果は得られなかっ
た。
そのほかの変数の効果をみてみると，まず女
性の標本数が全体の 5 ％程度と少ないという問
題はあるが， 4 つすべての職務遂行能力の特徴
に有意な影響を及ぼし，男性に比べて「知的能
力」と「管理者特性」は劣る傾向にある一方
で，「前向き性向」や「協調的性向」は優れて
いることが示された。次に，学歴や中途採用は
「知的能力」や「管理者特性」を高める効果が
みられたが，残りの特徴には影響を及ぼしてい
ない。さらに勤続年数は「知的能力」と「管理
者特性」を高めるが，「前向き性向」を低める
効果が表れた。入社直後の職務についてはとり
たてて特徴的な差異は見られない。
以上の分析結果から，職務遂行能力において
「知的能力」や「管理者特性」は学校教育や企
業内外での経験によって開発される傾向があ
り，「前向き性向」や「協調的性向」は資質や
性格的な側面であるため，学校や企業において
高められる傾向が弱いことが示唆される。
最後に，社会人として仕事を行う上で重要視
されている個別の能力・特性，ここでは問題把
握力，問題解決力，そして意思疎通力に対する
職務経験の幅の効果をみていこう（表 7 参
照）。問題把握・解決力に関しては先の「知的
能力」とほぼ同様の結果が得られた。ただし意
思疎通力を含む「協調的性向」では効果がみら
れなかったが，意思疎通力のみで関係づけると
職務経験の幅が広がるほどコミュニケーション
能力が高まることが示された。
Ⅴ　まとめ
本研究は，電機・電子・情報関連産業の技術
者の個票データを利用して，過去の職務経験は
従業員の能力向上に寄与しているのか，また，
寄与しているならば，どのような能力を向上さ
せるのかを検証してきた。分析から得られた主
な知見は以下の通りである。
まず日本の当該産業における技術者は，入社
後に配属される担当職務によって社内における
キャリア形成が異なり，とりわけ開発・設計に
配属されたものは職務間移動を伴う職務経験の
幅が狭い。一方，研究系の職務に配属されたも
のは相対的に移動が行われる傾向にあり，その14）各変数の記述統計量は巻末の付表1を参照。
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結果，職務経験の幅も広がりやすい。ただし，
いずれの職務であっても基本的な職務間移動は
大きく内容がかい離した職務へ移動するのでは
なく，内容的に関連性の高い職務へ移動するパ
ターンが見いだせた。次に，こうした職務経験
の幅は不確実性に対処するための問題把握力や
問題解決力を向上させるとともに，それらを含
む「知的能力」を全体的に高める効果が示唆さ
れ，これまでの先行研究が明らかにしてきた，
職務間を移動することで蓄積してきた職務経験
は仕事上の不確実性に対するスキルを高めると
いう事実は，技術者においても成立しているこ
とが示唆される。この結果は，OJT等による幅
広く職務経験を積ませることは企業が訓練シス
テムを変化させてきた今日においても依然とし
て効果的であることを示している。
最後に，本研究には多くの課題が残されてい
る。その一端を述べ，今後の方向性を示してお
く。まず職務経験の広がりは，コミュニケー
ション力を高めるが，協調性等を含めた「協調
的性向」には効果がみられなかった。この点は
分析モデルの妥当性に疑義があり，モデル構築
から再検討の必要がある。次に，開発・設計と
いう職務に従事した経験をもつ技術者が極めて
多いことが示されたことに関連して，配属され
る要員が多いことは職務の範囲が他の職務より
も広い可能性があることを示唆する。つまり開
発・設計の職務内には他の職務が経験する職務
間移動と同等の職務内移動が存在するというこ
とである。この点について，実態の把握や別
途，研究・開発における職務範囲や職務経験を
どのようにとらえるかを検討する必要があろ
う。また，技術者には，一般社員クラスや管理
職クラスが存在するが，本研究では一般社員ク
ラスの実態を見るにとどまっている。昇進や昇
格による職責の違い，つまり職務経験の縦も考
慮して検討することでより詳しい技術者の能力
開発の実態を把握することができる。最後に，
本研究では職務遂行能力について主観的な指標
を用いて検討を行ったが，より厳密には，職務
遂行能力を客観的に測る指標や，もしくはアウ
トプットとの関係を検討することで主観的指標
の結果をサポートする必要があろう。これらは
今後の研究の方向性を示すものである。
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付表 ₂　記述統計量 ₂
